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【令和５年度消防長特別査察】      【少年消防団 消防出初式】 
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１ 火災予防 

（１）火災予防広報 

   火災予防思想の普及啓発のため、全国一斉に行われる春・秋季全国火災予防運動及び危険物

安全週間に各種事業を実施するとともに、ホームページ、ＦＭやまと、広報誌等の広報媒体を

通じて、火災予防に関する情報提供を行っています。 

また、地域安全活動重点地区の指定に伴い、地域と一体となって放火されない環境づくりを

目指し活動しています。さらに、乾燥注意報が連続して発表されている場合及び不審火が続く

場合には、消防車両による注意喚起を行っています。 

（２）消防訓練指導等 

   事業所の関係者は、火災時に消防隊が到着するまでの間、事業所内の人命及び財産を守るた

め、初期消火、119番通報、避難誘導などの自衛消防活動を適切に行う必要があります。 

   各事業所において、効果的な自衛消防活動が実施できるよう、積極的に消防用設備等を活用

した消防訓練を実施し、理解しやすい訓練指導を行っています。 

また、社会福祉施設における夜間の防火管理体制の強化を目的として、想定訓練等を中心と

した実践型の防火実務研修会を開催しています。令和５年度については、消防本部にて消防用

設備等の役割や効果を確認する講習及び消火体験装置や煙の恐ろしさを体感する訓練等を２日

間で計４回実施しました。 

（３）火災予防査察 

   飲食店、物品販売店舗、ホテル、病院等、不特定多数の者が利用・宿泊する防火対象物及び

社会福祉施設等に立入検査を実施し、防火管理業務の状況、設置されている消防用設備等の維

持管理状況など、必要に応じた指導を行い、火災予防に努めています。 

（４）住宅防火対策 

消防法及び大和市火災予防条例により、全ての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務付けら

れ、10年以上が経過することから、本体の交換を含め、適正な維持管理に向けた取組みを行っ

ています。 

また、高齢者見守りシステム利用者宅などを対象とした住宅防火訪問診断を実施し、出火防

止対策と住宅火災での死傷者の低減を図っています。 

（５）消防同意・消防用設備等設置指導  

  消防法により、建築主事又は指定確認検査機関から建築確認申請に伴う消防長の同意を求め

られたときは、建築物の防火に関する規定に適合しているか審査を行い、消防法による消防用

設備等の適正な設置指導を行っています。 

（６）危険物の規制 

消防法における危険物製造所等設置（変更）許可及び完成検査等の危険物の規制に関する業

務を行っています。 

また、危険物製造所等に対して立入検査を実施し、危険物による災害の発生防止に努めてい

ます。 
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（７）防火協力団体 

大和市防火安全協会（平成 16年５月 28日発足）は、市内事業所等の団体で組織され、自主

防火管理体制の確立を目指すとともに、危険物及び液化石油ガスに起因する災害を予防し、各

種研修や消火技術大会及び防火・防災講演会などの事業を通じ、事業所等からの災害発生防止

を図っています。また、神奈川県危険物安全協会連合会との共催による各種講習会で資格取得

の推進と安全思想の普及に努めています。  

（８）少年消防団 

   市内在住の小学４年生から中学３年生を対象として火災予防、防災及び減災について学び、

団体行動を通じて自助、共助の精神を養い、災害時には自ら考え行動する力を身に付けるとと

もに、広く市民に広報することで災害のない社会づくりに貢献しています。 

（９）露店等の火災予防 

   祭礼、縁日、花火大会、その他の多数の者の集合する屋外での催しで、対象火気器具等を使

用する露店等を開く場合、大和市火災予防条例に基づき、「露店等の開設届出書」の提出を義

務付けています。令和５年度の届出数は 97件です。 

   また、屋外で行う大規模な催しのうち出店する露店等が 100店以上（火気を使用しない露店

等も含みます。）又は対象火気器具等を使う露店等が 50店以上の催しは、消防長が「指定催し」

として指定します。令和５年度は、第 46回大和市民まつりの１件です。 

会員数 121事業所（令和６年４月１日現在） 
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（10）防火ポスター募集事業 

少年期から火災予防に対する関心を深めるとともに、各家庭や学校など地域一体となった火

災予防に対する意識の高揚を図ることを目的として、市内の小、中学校に通学する児童及び生

徒を対象とし、防火ポスターを募集しています。 

令和５年度は、651点の作品の中から 18点の作品が入賞しました。 

最優秀賞に選ばれた作品は、防火ポスターにして市内小中学校及び各事業所等に配布し、火

災予防啓発を行いました。 

 

最 優 秀 賞 

 

        小学生の部                  中学生の部 

           

 

        林間小学校 ５年            鶴間中学校 ３年 

        近藤 博政 様             清水 華保 様 
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２ 防火対象物 

（１）防火管理者選任状況 

 

防 火 対 象 物 区 分 
法第 8条該当数 防火管理者選任済数 

甲種 乙種 甲種 乙種 

1項 
イ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 2  2  

ロ 公会堂、集会場 34 35 33 28 

2 項 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブ     

ロ 遊技場、ダンスホール 16  16  

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗等     

ニ カラオケボックス等 5  5  

3 項 
イ 待合、料理店等 1  1  

ロ 飲食店 46 82 40 50 

4 項 百貨店、マーケット 99 64 95 38 

5 項 
イ 旅館、ホテル、宿泊所 10  10  

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 599 3 473 
 

6 項 

イ 病院、診療所、助産所 25 2 22 1 

ロ 社会福祉施設等（重度） 87  87   

ハ 社会福祉施設等（通所・軽度） 63 12 63 11 

ニ 幼稚園、特別支援学校 15  15  

7 項 小・中・高校・大学・各種学校 38  38  

8 項 図書館、博物館、美術館 1  1  

9 項 
イ 蒸気浴場、熱気浴場     

ロ イ以外の公衆浴場  
 

 
 

10 項 車両の停車場 1  1  

11 項 神社、寺院、教会 15 6 11 3 

12 項 
イ 工場、作業場 51 1 47 1 

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ     

13 項 
イ 自動車車庫、駐車場 1    

ロ 飛行機等の格納庫     

14 項 倉庫 8 
 

7  

15 項 前各号に該当しない事業場 77 13 63 4 

16 項 
イ 特定防火対象物が存する複合用途防火対象物  462 111 225 35 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 81 12 39 4 

17 項 重要文化財、重要民俗資料、史跡等の建造物      

合       計 1,737 341 1,294 175 

※ 消防法第８条では、一定規模以上の建物などの管理権原者に対して、防火管理者を定め消防

計画に基づいて防火管理上必要な業務を行うことを義務付けています。 

※ 甲種：甲種防火対象物 乙種：乙種防火対象物 

 

 

（令和６年３月 31日現在） 
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（２）区域別中高層建物数 

 

管轄 

区域 
地 区 

3 

階 

4 

階 

5 

階 

6 

階 

7 

階 

8 

階 

9 

階 

10 

階 

11 

階 

12 

階 

13 

階 

14 

階 

15階 

以上 
合計 

地 

階 

北 

分 

署 

下 鶴 間 93 19 15 11 9 3 1 1 3  1 4 1 161 18 

中央林間 315 73 40 27 10 9 6 4 2  1 5 2 494 73 

つきみ野 64 10 11 8 3 3 2 2    1  104 20 

鶴 間 43 3 8 5 2 1   1 1    64 4 

南 林 間 69 20 15 6 1 1  2    1  115 23 

林 間 97 26 10 6 4 1  1    2  147 11 

中 央 林 間 西 34 9 6 1 2  1  1     54 5 

小  計 715 160 105 64 31 18 10 10 7 1 2 13 3 1,139 154 

西
出
張
所 

上 草 柳 52 5 3 3 1         64 6  

桜 森 49 12 13 6 5 7 3 2 
 

2 1   100 6  

下 草 柳 3  1            4 0 

西 鶴 間 89 26  27 9 4 1 1 3  2   1   163 21 

南 林 間 68 29 14 10 3 4 3  1 1  
 

4 1  138 26 

小  計 261 72 58 28 13 12 7 5 3 3 2 4 1 469 59 

本 
 
 

署 

上 草 柳 48 12 4 
 

1         65 5 

下 鶴 間 26 11 8 6 2 1 
 

2 1   2  1  60 11 

中 央 53 19 10 11 8 1 3 
 

1   1   107 13 

鶴 間 38 6 5 2 2 3 
 

1 1 1     59 3 

深 見 9 3   1         13 1 

深 見 台 18 2 1           21 0 

大 和 東 114 28 25 20 9 6 5 1 2 1  1  212 32 

深 見 西 77 17 10 7 4 2 1 2 1     121 12 

深 見 東 33 5 3 1 2 1        45 3 

小  計 416 103 66 47 29 14 9 6 6 2 
 

4 1 703 80 

柳
橋
出
張
所 

上 和 田 15 2 6     1      24 2 

草 柳 9 7 2 3 2 
 

1       24 7 

中 央 117 16 17 10 8 6 3 3 3  2  1  2   188 27 

深 見 18 5 4  2  2       31 14 

深 見 台 17 3 2  1     1    24 2 

福 田 75 12 9 4 4 1 
 

1 1     107 15 

柳 橋 47 22 16 3 4 
 

3       95 7 

大 和 南 65 26 18 14 4 1 
 

1 2   1 1  133 22 

小  計 363 93 74 34 25 8 9 6 6 3 2 3 
 

626 96 

南 

分 

署 

上 和 田 31 12 43 1    1      88 1 

下 和 田 12 3 27 2      2     46 2 

代 官 20 4 9 2 1         36 3 

福 田 41 20 19 1 2 1 1 1 1     87 8 

渋 谷 95 13 14 4 2  1       129 5 

小  計 199 52 112 10 5 1 2 2 1 2    386 19 

合  計 1,954 480 415 183 103 53 37  29 23 11  6 24 5 3,323 408 

※ 延べ面積 150㎡以上の防火対象物を対象としています。 

 

（令和６年３月 31日現在） 
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（３）用途別中高層建物数 

 

防火対象物区分 
3 

階 

4 

階 

5 

階 

6 

階 

7 

階 

8 

階 

9 

階 

10 

階 

11 

階 

12 

階 

13 

階 

14 

階 

15階 

以上 
合計 

地 

階 

1 

項 

イ 劇場､映画館等 2 
 

1           3 2 

ロ 公会堂､集会場 5 1            6 3 

2 

項 

イ キャバレー等              0  

ロ 遊技場等 3 1 1 
 

         5 2 

ハ 
性風俗関連特殊営

業を営む店舗等 
             0  

ニ カラオケボックス等    1          1  

3 

項 

イ 待合､料理店等 1              1  

ロ 飲食店等 9 1 2           12 3 

4 項 百貨店等 9 4 3           16 3 

5 

項 

イ 旅館､ホテル等 3 2 2 2 
 

1   1     11 5 

ロ 共同住宅等 1,044 209 256 108 69 34 32 19  22 11  6  24  5 1,839 133 

6 

項 

イ 病院､診療所等 16 6 4 2 3         31 9 

ロ 福祉施設(重度) 25 11 2 2          40 4 

ハ 福祉施設(軽度) 16 2            18 2 

ニ 幼稚園等 4             4 2 

7 項 小･中･高校等 17 24 3           44 2 

8 項 図書館等 
 

            0  

9 

項 

イ 蒸気浴場等              0  

ロ イ以外の公衆浴場              0  

10 項 車両の停車場  1            1  

11 項 神社､寺院等 6 1            7 5 

12 

項 

イ 工場､作業場 62 16 3 2          83 8 

ロ 映画スタジオ等              0  

13 

項 

イ 駐車場等 3  1 2          6 2 

ロ 飛行機等格納庫              0  

14 項 倉庫 19 4 1           24  

15 項 
前各号に該当し

ない事業場 
125 35 7 6 4 2        179 52 

16 

項 

イ 
特定防火対象物が存する

複合用途防火対象物 
354 107 90 49 18 7 2 7      634 126 

ロ 
イ以外の複合用

途防火対象物 
231 55 39 9 9 9 3 3      358 45 

17 項 重要文化財等              0  

合   計 1,954 480 415 183 103 53 37 29 23 11 6 24 5 3,323 408 

※ 延べ面積 150㎡以上の防火対象物を対象としています。 

 

（令和６年３月 31日現在） 
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（４）消防用設備等届出状況 

 

区   分 
特定防火対象物（不特定多数の

人が利用する建物） 

非特定防火対象物（利用する人が

概ね限られている建物） 

消火設備 

消火器具(※) 

屋内消火栓設備 

スプリンクラー設備等 

着工届が提出されたもの 

21対象 

着工届が提出されたもの 

15対象 

設置届が提出されたもの 

62対象 

設置届が提出されたもの 

59対象 

警報設備 

自動火災報知設備 

漏電火災警報器(※) 

非常警報設備(※)等 

着工届が提出されたもの 

74対象 

着工届が提出されたもの 

74対象 

設置届が提出されたもの 

155対象 

設置届が提出されたもの 

117対象 

避難設備 

救助袋 

緩降機 

誘導灯(※)等 

着工届が提出されたもの 

16対象 

着工届が提出されたもの 

24対象 

設置届が提出されたもの 

77対象 

設置届が提出されたもの 

57対象 

消防用水 

防火水槽(※) 

貯水池(※)等 

着工届が提出されたもの 

 

着工届が提出されたもの 

 

設置届が提出されたもの 

 

設置届が提出されたもの 

 

消火活動上必要な施設 

排煙設備(※) 

連結送水管(※) 

非常コンセント設備(※)等 

着工届が提出されたもの 

 

着工届が提出されたもの 

4対象 

設置届が提出されたもの 

4対象 

設置届が提出されたもの 

2対象 

必要とされる消防用設備等 

 パッケージ型消火設備 

住戸用自動火災報知設備 

 特殊消防用設備等 

着工届が提出されたもの 

3対象 

着工届が提出されたもの 

8対象 

設置届が提出されたもの 

6対象 

設置届が提出されたもの 

14対象 

※ 着工届とは、消防用設備等を設置する前に法令に適合しているか消防機関が確認するため、事 

前に届出するものです。設置届とは、消防用設備等を設置後、機能の有効性について検査を行う

ために、届出するものです。なお、（※）については、着工届の届出義務がありません。 

 

（５）消防用設備等検査状況     （令和５年度中） 

 

※ 消防検査は消防法第 17 条の３の

２に基づき実施します。検査対象物

は、延べ面積 300㎡以上の特定防火

対象物、延べ面積 500㎡以上の非特

定防火対象物、特定一階段等防火対

象物及び社会福祉施設等（重度）で

す。 

 

 

既存防火

対象物

144件

新規防火

対象物

104件

（令和５年度中） 

総数 

248件 
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３ 火災予防査察 

（１）火災予防査察実施状況 

※ 査察実施件数は、延べ実施回数で計上しているため、査察対象物数を超える場合があります。 

※ 上記実施状況のほか、消防用設備等点検結果報告書の届出をしていない延べ面積 500㎡未満か

つ、消火器のみ義務設置となる共同住宅の所有者に対して点検結果報告の実施を促す通知文を

713通郵送し、244件の消防用設備等点検結果報告書が提出されました。 

 

防 火 対 象 物 区 分 査察 

対象物数 

査察実施状況 

査察実施件数 査察実施

事業所数 棟数 指導有 指導無 

1

項 

イ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 3     

ロ 公会堂、集会場 52 16 9 7 16 

2

項 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブ      

ロ 遊技場、ダンスホール 16 10 2 8 10 

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗等      

ニ カラオケボックス等 5 5 1 4 5 

3

項 

イ 待合、料理店等 1 
  

 
 

ロ 飲食店 109 44 32 12 43 

4 項 百貨店、マーケット 195 68 37 31 76 

5

項 

イ 旅館、ホテル、宿泊所 14 5 1 4 6 

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 4,135 168 75 93 168 

6

項 

イ 病院、診療所、助産所 54 16 7 9 21 

ロ 社会福祉施設等（重度） 86 24 14 10 24 

ハ 社会福祉施設等（通所・軽度） 98 67 18 49 69 

ニ 幼稚園、特別支援学校 19 7 2 5 7 

7 項 小・中・高校・大学・各種学校 88 1 
 

1 1 

8 項 図書館、博物館、美術館 2     

9

項 

イ 蒸気浴場、熱気浴場      

ロ イ以外の公衆浴場 1 
 

 
  

10 項 車両の停車場 7       

11 項 神社、寺院、教会 35 2 1 1 2 

12

項 

イ 工場、作業場 444 31 14 17 32 

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ      

13

項 

イ 自動車車庫、駐車場 49 22 1  21 22 

ロ 飛行機等の格納庫      

14 項 倉庫 257 21 10 11 21 

15 項 前各号に該当しない事業場 445 32 9 23 34 

16

項 

イ 特定防火対象物が存する複合用途防火対象物 918 116 73 43 257 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 550 16 8 8 29 

17 項 重要文化財、重要民俗資料、史跡等の建造物 4 
  

 
 

18 項 延長 50メートル以上のアーケード      

19 項 市町村長の指定する山林      

20 項 舟車 158     

合    計 7,745 671 314 357 843 

（令和５年度中） 
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（２）防火対象物定期点検報告対象物及び適合状況 

※１ 点検基準適合防火対象物とは、点検を要する防火対象物の管理権原者が、所定の資格を有 

する者に防火管理上必要な業務等について点検させ、その結果を消防長等に報告し基準に適 

合した防火対象物で、点検基準適合の表示を掲示（１年間）することができます。 

 ※２ 特例認定要件適合防火対象物とは、防火対象物定期点検結果の遵守状況が特例認定要件に 

   適合し、管理権原者の申請により３年間、点検と報告が免除される防火対象物で、特例認定 

   要件適合の表示を掲示（３年間）することができます。 

※３ 第１号該当とは、収容人員が 300人以上の建物です。 

※４ 第２号該当とは、特定一階段等防火対象物です。 

※５ 複数権原とは、管理権原が複数の建物です。 

 

       

(点検基準適合の表示)    （特例認定要件適合の表示） 

防火対象物区分 

 

点検を要する防火対象物数 点検基準適合防火対象物数※1 特例認定要件適合防火対象物数※2 

第 1 号該当※3 第 2 号該当※4 第 1 号該当※3 第 2 号該当※4 第 1 号該当※3 第 2 号該当※4 

単一

権原 

複数 

権原 

※5 

単一

権原 

複数 

権原 

※5 

単一

権原 

複数 

権原 

※5 

単一

権原 

複数 

権原 

※5 

単一

権原 

複数 

権原 

※5 

単一

権原 

複数 

権原 

※5 

1項イ 2        2    

1 項ロ 28  1  1    23  1  

2 項イ             

2 項ロ 11    5    4    

2 項ハ             

2 項ニ 2            

3 項イ             

3 項ロ 1  6 1 1        

4 項 24 5 1  10 2   3    

5 項イ 1  1      1  1  

6 項イ 5  7 1 2  2  1  1 
 

6 項ロ   5    
 

   3  

6 項ハ   3        1  

6 項ニ 4  1  
 

   3    

9 項イ             

16 項イ 47 32 55 52 6 3 3 3 8 2 1 1 

16 の 2項             

合  計 125 37 80 54 25  5 5 3 45 2 8 1 

（令和５年度中） 
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（３）防火対象物に係る表示制度の趣旨 

防火対象物に係る表示制度とは、ホテル・旅館等の関係者からの申請に基づいて、消防機関 

が審査した結果、消防法令のほか、重要な建築構造に関する基準に適合していると認められた 

建物に対して「表示マーク」を交付する制度です。 

また、建物に「表示マーク」を掲出することで利用者に建物の安全に関する情報を提供しま 

す。 

表示基準に適合していると認められた場合は「表示マーク（銀）」を交付し、３年間継続して

適合していると認められた場合は、有効期限が３年の「表示マーク（金）」を交付します。 

 

（４）大和市内で表示基準に適合している防火対象物 

 

番号 事業所名称 所在地 管理権原者 

1 大和第一ホテル 中央 1-3-19 朝日ホテルチェーン株式会社 

2 東横イン大和駅前 中央 4-1-20 株式会社東横イン 

3 ホテルカルチャークラブ 中央 4-1-5 アーバン都市開発株式会社 

        

 

 

 

 

 

（表示マーク）   

（５）防火対象物に係る各種届出件数 

（令和５年度中） 

 項目別 届出件数 

防火・防災 

管理関係 

防火・防災管理者選任(解任)届出書 578 

消防計画作成(変更)届出書 422 

自衛消防訓練通知書 1,413 

統括防火・統括防災管理者選任(解任)届出書 28 

全体についての消防計画作成(変更)届出書 28 

防火対象物点検結果報告書 164 

防火対象物点検報告特例認定申請書 11 

防災管理点検結果報告書 24 

管理権原者変更届出書 3 

自衛消防組織設置(変更)届出書 6 

消防用設備等 消防用設備等点検結果報告書 2,644 

その他 

喫煙等承認申請書 31 

催物開催届出書 0 

是正(計画)報告書 186 

防火対象物使用開始届出書 210 

その他 213 

合 計 5,961 

  ※ 上記届出のうち、電子申請は 396件（約 6.6％）でした。 

（令和６年３月 31日現在） 
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（６）住宅防火訪問診断実施状況 

 

 

  実施世帯 
 

年度 

 

訪問診断実施 

世帯数合計 

秋季火災予防運動

に伴い実施 

春季火災予防運動

に伴い実施 

その他の時期に

実施 

令和 元年度 122 91     14 ※1     17 ※1 

   2年度         2 ※2  0  0 2 ※2 

   3年度         8 ※2   0  0 8 ※2   

   4年度        71 38 31 2 

   5年度        80 35 43 2 

※ 住宅防火訪問診断は、平成５年度から実施しています。 

※１ 新型コロナウイルス感染症の影響のため、令和２年２月 21日をもって中止しました。 

※２ 新型コロナウイルス感染症の影響のため、個別に要望があった場合にのみ、感染予防対策を

十分に行い実施しました。 

 

 

（７）防火実務研修会 

   宿泊を伴う社会福祉施設は、夜間の当直人員が限られており、災害時の被害を軽減するには

初動対応が重要になります。 

   このため、社会福祉施設に対して、標準的な初動対応が身に付けられるよう防火実務研修会

を開催しています。 

年度 参加対象事業所数 研修会開催数 参加事業所数 参加人数 

令和元年度 93 3 60 85 

  2年度 新型コロナウイルス感染症の影響のため、中止しました。 

  3年度 104 4 48 50 

  4年度 109 4 55 59 

  5年度 109 4 47 49 

※ 令和５年度は消防本部で個別訓練を２日間で計４回実施しました。 
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４ 消防同意 

（１）年度別消防同意事務取扱状況 

 

年 度 
平成 

27年度 

 

28年度 

 

29年度 

 

30年度 

令和 

元年度 

 

2年度 

 

3年度 

 

4年度 

 

5年度 

件数（件） 547 488 584 520 504 514 518 598 908 

面積（㎡） 234,276 272,754 195,332 392,498 212,279 318,028 369,856 279,685 202,574 

 

 

 

（２）用途地域別消防同意件数の内訳 

                                 （令和５年度中） 

第１種低層住居専
用地域, 47.8%

工業地域, 0.3%

第１種中高層住居
専用地域, 11.0%

第１種住居地域,
27.9%

準住居地域, 1.8%

第２種住居地域,
1.0%

商業地域, 2.1%

近隣商業地域,
5.1%

準工業地域, 2.1%
指定なし, 1.0%

 

（注）端数処理（四捨五入）のため、割合・構成比の合計は 100％にならない場合があります。 
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（３）用途別消防同意件数 

 

               工 事 区 分 

    用 途 別 

合

計 

新

築 

増

築 

改

築 

移

転 

用
途
変
更 

模

様

替 
修

繕 

そ

の

他 

1 項 
イ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 0         

ロ 公会堂、集会場 5 5        

2 項 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブ 0         

ロ 遊技場、ダンスホール 3  3       

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 0         

ニ カラオケボックス等 0         

3 項 
イ 待合、料理店等 0         

ロ 飲食店 0  
 

  
 

   

4 項 百貨店、マーケット 10 9 1       

5 項 
イ 旅館、ホテル、宿泊所 0         

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 95 95 
 

      

6 項 

イ 病院、診療所、助産所 4 1       3 

ロ 社会福祉施設等（重度） 2 1 1   
 

  
 

ハ 社会福祉施設等（通所・軽度） 1 
 

1   
 

  
 

ニ 幼稚園、特別支援学校 0         

7 項 小・中・高校・大学・各種学校 2 
 

1      1 

8 項 図書館、博物館、美術館 0         

9 項 
イ 蒸気浴場、熱気浴場 0         

ロ イ以外の公衆浴場 0         

10 項 車両の停車場 4 2       2 

11 項 神社、寺院、教会 1 1        

12 項 
イ 工場、作業場 10 5 5       

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ 0         

13 項 
イ 自動車車庫、駐車場 1 1        

ロ 飛行機等の格納庫 0         

14 項 倉庫 9 8       1 

15 項 前各号に該当しない事業場 6 5 1      
 

16 項 
イ 特定防火対象物が存する複合用途防火対象物 9 9        

ロ イ以外の複合用途防火対象物 5 5        

17 項 重要文化財、重要民俗資料、史跡等の建造物 0         

18 項 延長 50メートル以上のアーケード 0         

併  用  住  宅 2 2        

専  用  住  宅 719 709 10      
 

そ   の   他 20 19 1       

合        計 908 877 24 0 0 0 0 0 7 

 

 

（令和５ 年度中） 
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５ 危険物施設 

（１）類別施設数の状況 

 

     区分 

 

製造所等の別 

合計 第一類 第二類 第三類 第四類 第五類 第六類 混在 

製造所 3    2   1 

屋内貯蔵所 54    52   2 

屋外タンク貯蔵所 5    5    

屋内タンク貯蔵所 2    2    

地下タンク貯蔵所 35    35    

簡易タンク貯蔵所 2    2    

移動タンク貯蔵所 7    7    

屋外貯蔵所 2    2    

一般取扱所 30    29   1 

営業用給油取扱所 13    13    

自家用給油取扱所 15    15    

移送取扱所 0        

第一種販売取扱所 1    1    

第二種販売取扱所 2    2    

合   計 171 0 0 0 167 0 0 4 

※ 危険物施設の総数は、171 施設（完成検査済証交付施設数）であり、前年度から３施設

減少しています。 

製造所等の施設数の割合は、屋内貯蔵所が54施設（全体の 31.6%）と最も多く、次いで

地下タンク貯蔵所の35施設（20.5%）、一般取扱所の 30施設（17.5%）がこれに次いでいま

す。 

    

 

（令和６年３月 31日現在） 
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（２）指定数量の倍数構成比の状況 

 

区分 

製造所等の別 

合計 
5倍 

以下 

10倍 

以下 

50倍 

以 下 

100倍

以 下 

150倍

以 下 

200倍

以 下 

200倍 

を超え 

るもの 

製造所 3 2  1     

屋内貯蔵所 54 23 15 12 1 2  1 

屋外タンク貯蔵所 5 1  2  2   

屋内タンク貯蔵所 2 2       

地下タンク貯蔵所 35 14 10 9 1   1 

簡易タンク貯蔵所 2 2       

移動タンク貯蔵所 7 6  1     

屋外貯蔵所 2 1 1      

一般取扱所 30 9 16 4 1    

営業用給油取扱所 13    1  1 11 

自家用給油取扱所 15  3 9 2 1   

移送取扱所 0        

第一種販売取扱所 1 1       

第二種販売取扱所 2   2     

合   計 171 61 45 40 6 5 1 13 

  ※ 指定数量とは、危険物の性質や性状による危険性を勘案して、政令でその品目ごとに定め

る数量です。 

（３）危険物施設の許可書及び完成検査済証の交付等の状況 

 

製造所 

等の別 

 

 

区分 

合 
 
 

計 

製 

造 

所 

貯  蔵  所 取  扱  所 

屋

内 

屋

外

タ

ン

ク 

屋

内

タ

ン

ク 

地

下

タ

ン

ク 

簡

易

タ

ン

ク 

移

動

タ

ン

ク 

屋

外 

一

般 

営

業

用

給

油 

自
家
用
等
給
油 

移

送 

第

一

種

販

売 

第

二

種

販

売 

許可 
設置 1           1    

変更 1          1     

完成 
設置 1           1    

変更 3  1        2     

廃止届等 4     1    2  1    

 

（令和６年３月 31日現在） 

（令和５年度中） 
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（４）危険物施設等の立入検査状況 

 

製造所 

等の別 

 

 

区分 

合 
 
 

計 

製 

造 

所 

貯  蔵  所 取  扱  所 無

許

可

施

設 

屋

内 

屋

外

タ

ン

ク 

屋

内

タ

ン

ク 

地

下

タ

ン

ク 

簡

易

タ

ン

ク 

移

動

タ

ン

ク 

屋

外 

一

般 

給

油 
第

一

種

販

売 
第

二

種

販

売 

立 入 検 査 対 象 数 174 3 54 5 2 36 2 7 2 32 28 1 2  

立 入 検 査 実 施 数 136 2 53 5  16 2 1 2 17 35 1 2  

自 主 点 検 100 1 40 1 1 19 2 1 2 19 13  1  

※ 立入検査対象数：令和５年４月１日現在の施設数 

※ 自主点検は、危険物安全週間中に事業所自らが危険物施設の点検を実施したもの。 

（５）危険物届出状況 

 

諸 届 出 区 分 件数 

製造所等譲渡引渡し 2 

製造所等品名数量又は指定数量の倍数変更 4 

製造所等の廃止等 4 

保安監督者選解任 22 

関係者の住所等変更 26 

危険物施設の使用休止及び再開 0 

軽微な変更・規制外の変更工事等資料提出 21 

予防規程制定・変更認可 1 

完成検査済証等再交付 3 

合    計      83 

 

（６）危険物各種申請状況 

 

   各 種 

   申 請 

 

年 度 

総数 
設置 

許可 

変更 

許可 
完成検査 

完成検査

前検査（水

圧・水張） 

仮貯蔵 

仮取扱 
仮使用 

条例第

47条 

による

検査 

令和元年度 65 6 9 11 27 4 5 3 

2 年度 51 2 15 18  6 9 1 

3 年度 39  10 14  5 9 1 

4 年度 27 3 7 7  5 5  

5 年度 9 1 1 2  4 1  

（令和５年度中） 

（令和５年度中） 
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６ 少年消防団 

（１）年度別入団員数（学年別） 

（基準日：４月１日） 

年度 
小学生 中学生 

合計 
4年 5年 6年 小計 1年 2年 3年 小計 

平成 5年度 5 23 15 43 
   

 43 

6 年度 11 22 10  43 
   

 43 

7 年度 16 22 5 43 
   

 43 

8 年度 21 17 5 43 
   

 43 

9 年度 15 14 14 43 
   

 43 

10 年度 12 17 13 42 
   

 42 

11 年度 11 18 7 36 
   

 36 

12 年度 19 17 6 42 
   

 42 

13 年度 16 12 13 41 
   

 41 

14 年度 8 25 12 45 
   

 45 

15 年度 12 15 18 45 
   

 45 

16 年度 18 14 13 45 
   

 45 

17 年度 11 16 15 42 
   

 42 

18 年度 10 13 18 41 
   

 41 

19 年度 19 13 10 42 
   

 42 

20 年度 12 17 10 39 
   

 39 

21 年度 13 12 19 44 
   

 44 

22 年度 6 25 11 42 
   

 42 

23 年度 11 14 23 48 
   

 48 

24 年度 32 28 18 78 
   

 78 

25 年度 31 23 24 78 
   

 78 

26 年度 25 57 24 106     106 

27 年度 44 39 44 127     127 

28 年度 26 51 36 113     113 

29 年度 34 46 37 117 27 10 11 48 165 

30 年度 57 46 35 138 23 23 10 56 194 
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（２）年度別指導員数 

（基準日：４月１日） 

 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 

チーフ指導員 

【学生・社会人】 
36 40 47 52 39 

※ 令和２年度までは上級指導員を含む。 

 

（３）訓練内容 

  ア 規律訓練 イ 救命講習 ウ ロープワーク訓練 エ 消防車・梯子車搭乗訓練 

  オ 消防・救助訓練 カ 消火器取扱訓練 キ 煙体験訓練 ク 地震体験訓練 

  ケ 避難所体験訓練 コ スタンドパイプ消火資機材取扱訓練 サ 三角巾取扱訓練 

 

（４）野外活動等 

   消防署内における訓練指導のほかに野外活動も実施しています。 

  ア 大和市民まつりパレードへの参加 

  イ 全国少年消防クラブ交流大会への参加 

  ウ 大型商業施設での火災予防広報 

  エ 大和市消防出初式への参加 

  オ 視察研修 

 

（５）少年消防団運営委員会 

   この委員会は、少年消防団の事業運営を行うために平成５年７月に設立し、会員相互の融和 

協調を基盤とし、少年消防団の健全な育成を行い、火災予防をはじめ防火思想の普及を図って 

います。 令和６年度会員数 116人 

 

年度 
小学生 中学生 

合計 
4年 5年 6年 小計 1年 2年 3年 小計 

令和元年度 49 74 31 154 15 20 22 57 211 

2 年度 22 51 59 132 20 13 16 49 181 

3 年度 19 24 45 88 26 17 12 55 143 

4 年度 16 26 25 67 20 21 16 57 124 

5 年度 20 25 30 75 12 14 14 40 115 

6 年度 15 28 24 67 14 10 12 36 103 

合計 636 844 669 2,149 157 128 113 398 2,547 
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（６）表彰履歴 

表 彰 日 内     容 

平成22年 3月26日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブとして「消防庁長官賞」を

受賞する。 

  24年 3月26日 
総務省消防庁において、特に優良な少年消防クラブとして「総務大臣賞」

を受賞する。 

  25年11月25日 

日本消防協会・全国消防長会において、優良少年消防クラブとして、消防

団 120年・自治体消防 65周年記念表彰「日本防火・防災協会会長表彰」を

受ける。 

  27年 3月24日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブ指導者として、卒団生であ

るチーフ指導員 1名が「総務大臣賞」を受賞する。 

  28年 9月 7日 
内閣府において、防火・防災思想の普及団体として「防災功労者防災担当

大臣表彰」を受ける。 

  29年 3月25日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブとして「消防庁長官賞」を

受賞する。 

  29年 9月 8日 
内閣府において、防火・防災思想の普及団体として「防災功労者内閣総理

大臣表彰」を受ける。 

  31年 3月23日 
総務省消防庁において、特に優良な少年消防クラブとして「総務大臣賞」

を受賞する。 

  31年 3月23日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブ指導者として、卒団生であ

るチーフ指導員 1名が「総務大臣賞」を受賞する。 

令和 2年 2月28日 

総務省消防庁において、災害時に地域で活躍できる人材育成と社会づくり

へ貢献したとして、防災まちづくり大賞「日本防火・防災協会会長賞」を

受賞する。 

   5年 3月28日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブ指導者として、卒団生であ

るチーフ指導員 1名が「総務大臣賞」を受賞する。 

   6年 3月27日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブとして「消防庁長官賞」を

受賞する。 

   6年 3月27日 
総務省消防庁において、優良な少年消防クラブ指導者として、卒団生であ

るチーフ指導員 1名が「総務大臣賞」を受賞する。 

 

 


